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時事の話題時事の話題時事の話題時事の話題    

■■■■景況景況景況景況についてについてについてについて         

秋の臨時国会が始まったが、安定政権の責務として改革を先送りにせず、ＴＰＰ協定の承認案

や関連法案を早期に成立させるなど、経済最優先の方針を貫いていただきたい。 

足元の景況は依然として足踏み状態が続いている。本所が取りまとめた７～９月期の京都企業

の経営経済動向調査によれば、国内景気動向は３期連続のマイナスを示した。今後の予想につい

ても、需要期の 10～12 月期には上昇するも、来年１～３月期に再び下降に転じると予想してお

り、経営者の先行きに対する不安が景況感に表れている。自社業況についても、４～６月期と比

較して下降幅がわずかに縮小したものの、ＢＳＩ値としては３期連続でマイナスとなった。大企

業が回復の兆しを見せ始める一方、中小企業はマイナス幅が拡大しており、中小企業の動向を注

視する必要がある。また、半数以上の経営者が、「受注・売上不振」を当面の課題と捉えている

ほか、個別企業からは、消費マインドの冷え込みや労働力不足、最低賃金の上昇によるコストア

ップなど、厳しい経営環境を心配する声が多く、きめ細やかな支援の必要性を感じている。 

今回の付帯調査では雇用人員と設備投資の動向を調査した。双方の調査ともに増加傾向で推移

したものの、前年度に比べると全業種で鈍化しており、ここにも経営者の先行きに対する不透明

感が表れている。人口減少に伴い、労働力確保に向けた取り組みは今後ますます高まることが予

想される。政府には人材の定着や確保への支援策のほか、ＩｏＴの導入など生産性の向上につな

がる設備投資を促すなど、28兆円規模の総合的経済対策の早期実行に力を注いでいただきたい。 

 

京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き    

■■■■次期議員に次期議員に次期議員に次期議員についてついてついてついて         

９月 27 日に、本所１号議員の立候補を締め切った。立候補者数は定数の 76 名に対し、77 名

となった。10 月３日が立候補辞退の期限であり、辞退者のない場合は投票になる。投開票日は

10月 18日である。 

 

■■■■創業全力応援フォーラムの開催について創業全力応援フォーラムの開催について創業全力応援フォーラムの開催について創業全力応援フォーラムの開催について            

一億総活躍社会や地方創生を具体化するためには、アイデアと行動力に溢れる若者や女性など

様々なキャリアを重ねた人が、そのノウハウを活かして創業し、地域経済に新たな刺激を与え、

成長の活力となることが非常に重要だ。本所の創業支援活動は、セミナーや窓口相談を通じて、

年間400人もの方々に創業計画書の策定や資金調達の方法、創業の手続きなど、一人ひとりの課

題に対してアドバイスを行っており、その結果、毎年100人以上の方を創業に導いている。そう

した中、今年４月に「創業・事業承継推進室」を設置し、支援体制をさらに強固なものとしたと

ころである。 

そこで、創業について関心を高め、本所の創業支援事業を広く発信することを目的に、「創業

全力応援フォーラム」を開催する。フォーラムは「基調スピーチ」「創業者リレートーク」「交流

会」の三部構成となっており、「基調スピーチ」では、株式会社バルニバービの佐藤社長に独立

時の苦労話や経験談をお話しいただき、「創業者リレートーク」では、本所の支援を受けて創業

された３人の新進気鋭の若手経営者に登場いただく。 

 

 

 



記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項    

■■■■10101010 月に「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」月に「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」月に「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」月に「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」がががが開催され、「京都文化力プロジェクト」開催され、「京都文化力プロジェクト」開催され、「京都文化力プロジェクト」開催され、「京都文化力プロジェクト」

がががが始動始動始動始動する。する。する。する。文化庁移転も控え文化庁移転も控え文化庁移転も控え文化庁移転も控える中で、る中で、る中で、る中で、商工会議所として今後、文化についてどういう取り組商工会議所として今後、文化についてどういう取り組商工会議所として今後、文化についてどういう取り組商工会議所として今後、文化についてどういう取り組

みをされていくのか、教えてほしい。みをされていくのか、教えてほしい。みをされていくのか、教えてほしい。みをされていくのか、教えてほしい。    

文化庁移転が決定し、新たな動きを検討していく段階だ。経済界としても府、市と連携して協

力していきたい。この７月に京都で開催した全国商工会議所観光振興大会では、2020 年の東京

オリンピック・パラリンピックを見据えて、文化プログラムや地方創生、インバウンドというキ

ーワードをもって、日本各地で交流文化を創造していこうと呼びかけた経緯があり、京都として

もそれを踏まえた取り組みを進めていきたい。 

 

■■■■大阪万博の誘致について、関西全域を巻き込んだ運営を求める声が挙がっているが、それに大阪万博の誘致について、関西全域を巻き込んだ運営を求める声が挙がっているが、それに大阪万博の誘致について、関西全域を巻き込んだ運営を求める声が挙がっているが、それに大阪万博の誘致について、関西全域を巻き込んだ運営を求める声が挙がっているが、それに

ついてのお考えを伺いたい。ついてのお考えを伺いたい。ついてのお考えを伺いたい。ついてのお考えを伺いたい。    

昨年のミラノ万博には会頭ミッションを通じて訪問したが、大変盛り上がっていたという印象

を受けている。万博には国内外から多くの観光客が訪れることから、経済波及効果を関西全体で

取り込んでいく重要性は理解している。内容については、これまでより大阪が主導して誘致活動

に取り組んでこられた経緯があるので、京都として、どうこう口を挟む話ではないと思っている。

会場が夢洲に一本化されたようだが、全容が固まっていない現段階で、大阪万博が京都にとって

どういうメリットがあるのか、よくわからないというのが率直な感想である。 

「関西はひとつ」という理念を具体化する機会として、選択肢のひとつに、大阪１都市だけで

なく、関西全域を巻き込んだ運営を検討してみてはどうか。限られたエリアで箱物を作って、終

わったら壊すという従来のやり方ではなく、京都や神戸、奈良などの研究施設や医療拠点を万博

会場として広域開催する方が、企業も団体も資金的に協力しやすいと思う。情報技術を駆使し、

離れた場所で広域的に楽しめる仕組みを考えるのもひとつの案だ。幅広い企業が関心を持てる計

画づくりを期待したい。 

 

■■■■北陸新幹線のルートが年内に決まろうとしている北陸新幹線のルートが年内に決まろうとしている北陸新幹線のルートが年内に決まろうとしている北陸新幹線のルートが年内に決まろうとしている中中中中で滋賀県が試算結果を公表したが、改めで滋賀県が試算結果を公表したが、改めで滋賀県が試算結果を公表したが、改めで滋賀県が試算結果を公表したが、改め

て北陸新幹線について、立石会頭の考えを教えてほしい。て北陸新幹線について、立石会頭の考えを教えてほしい。て北陸新幹線について、立石会頭の考えを教えてほしい。て北陸新幹線について、立石会頭の考えを教えてほしい。    

北陸と関西は経済界としても長年にわたり深く結びついており、今後も更に関係を強化してい

くことが大変重要である。滋賀県が独自の調査結果をもとに米原ルートの優位性を強調している

が、国土交通省の試算結果が 10 月中にまとまるのを見据えて、自治体間のつばぜり合いが過熱

しているようだ。京都府商工会議所連合会の会長を務める立場で申し上げると、京都北部の活性

化やリダンダンシーの観点から、さらには舞鶴港がロシアや中国・韓国などとの観光・物流の戦

略的拠点になることから、舞鶴を通るルートが望ましいと思っている。それより、なんといって

も関西全体の発展のため、大阪までの早期延伸を最優先に、様々な角度から最も好ましいルート

が選定されることを期待したい。 

以 上 
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京都の経営経済動向調査結果 概要版 

2016 年 7～9 月期実績と 2016 年 10～12 月期及び 2017 年１～３月期予想 

 

国内景気・自社業況ともに引続き足踏み状態が続く 

～年末に向けて景気拡大を予想するも、先行きに不安感ぬぐえず～ 

 

概 要 

 今期の国内景気ＢＳＩ値は▲９．７（前期実績▲９．６）とマイナスでの足

踏み傾向が続いた。業種別では、運輸・倉庫業を除く全ての業種で悪化を示し

ており、前回の予想値（▲５．６）よりもマイナス幅が拡大する結果となった。 

 加えて、自社業況は▲５．５（前期実績▲６．４）と国内景気よりもわずか

に上向きながらもマイナスでの推移となった。業種別では、建設業のみプラス

を示し、その他の業種においては、自社業況の下降を示す企業の割合が多い結

果となった。 

 １０～１２月期は年末の需要期を迎えることもあり、国内景気、自社業況と

もに改善を予想してはいるものの、続く２０１７年１～３月には、再び下降へ

と推移する見込み。売上不振、求人難や人材確保のための賃金上昇など、個別

の経営課題を訴える企業も多く、先行きに対する不安感の広がりを示している。 

 

                                      

 

ⅠⅠⅠⅠ    国内景気動向国内景気動向国内景気動向国内景気動向    

2016 年７～９月期は、「上昇」とした企業７．７％、「下降」とした企業２７．

０％、ＢＳＩ値▲９．７（前期実績▲９．６）となり、依然として低調に推移

している。今後の１０～１２月期は１．７へ上昇するも、2017 年１～３月期に

は▲３．７と再びマイナスへ転じる見込み。 

 

ⅡⅡⅡⅡ    企業経営動向企業経営動向企業経営動向企業経営動向    

自社業況（総合判断） 

2016 年７～９月期は、「上昇」とした企業１８．４％、「下降」とした企業２９．

３％、ＢＳＩ値▲５．５（前期実績▲６．４）と前期に続いてマイナスで推移

した。続く１０～１２月期は８．６まで上昇するものの、２０１７年１～３月

期には▲４．０と再び下降に転じると予想する。 

記者配布資料① 
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１．生産・売上高、工事施工高 

2016 年７～９月期は、「増加」２１．７％、「減少」３１．２％、ＢＳＩ値▲４．

８（前期実績▲６．２）とマイナス基調で推移した。今後の１０～１２月期に

は１０．２と大きく上昇するが、続く２０１７年１～３月期には再び▲５．６

に減少すると予想している。 

 

２．製・商品・サービス・請負価格 

2016 年７～９月期の製・商品・サービス・請負価格は「上昇」４．９％、「下降」

１０．０％、ＢＳＩ値は▲２．６（前期実績▲０．６）と低迷が続いた。今後

の１０～１２月期は０．２、２０１７年１～３月期は▲２．７と推移する見通

しとなっている。 

 

３．経常利益 

2016 年７～９月期は、「増加」１６．２％、「減少」３２．４％、ＢＳＩ値▲８．

１（前期実績▲９．３）と前期に続いてマイナスが続く。１０～１２月期には

「増加」３０．７％、「減少」１７．１％、ＢＳＩ値６．８と改善を予想するも、

２０１７年１～３月期には再び▲６．７へと推移していく見込み。 

 

４．所定外労働時間 

2016 年７～９月期は、「増加」１５．０％（前期実績１３．０％）、「減少」１８．

４％（前期実績２２．２％）でＢＳＩ値▲１．７（前期実績▲４．６）となっ

た。続く１０～１２月期は、７．８と増加に転じるが、２０１７年１～３月期

には再び減少に向かうと予想している。 

 

５．製・商品在庫 

2016 年７～９月期は、「適正」とする企業が７９．１％、「過剰」とする企業が

１７．７％、「不足」とする企業が３．２％で、ＢＳＩ値は７．３（前期実績６．

６）と概ね適正水準で推移したが、一部の業種で過剰感と不足感が錯綜する結

果となった。今後のＢＳＩ値は１０～１２月が５．２、続く２０１７年１～３

月期が３．９と改善傾向で推移する見込み。 

 

６．資金繰り 

2016 年７～９月期は、「改善」とする企業が５．８％（前期実績１０．２％）、

「悪化」とする企業が１１．２（前期実績１１．６％）、ＢＳＩ値▲２．７（前

期実績▲０．７）とやや悪化した。今後の１０～１２月期は２．１、２０１７

年１～３月期は▲２．２と一進一退の状況が続く見込み。 
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ⅢⅢⅢⅢ    当面の経営上の問題点当面の経営上の問題点当面の経営上の問題点当面の経営上の問題点    

第１位は「受注・売上げ不振」（５３．４％）、第２位に前回第３位の「過当競

争」（２８．４％）、第３位に前回第２位の「求人難」（２７．９％）、第４位は

「技能労働者不足」（１７．３％）、第５位に前回第６位の「人件費負担増大」（１

７．１％）という結果となった。 

 

BSI の総括表 

B.S.I.値の総括表 

実績 予想 

2016 年 4～

6 月期 

2016 年 7～

9 月期 

2016 年 10～

12 月期 

2017 年 1～

3 月期 

国内景気動向 ▲ 9.6 ▲ 9.7 1.7 ▲ 3.7 

京

都

企

業

の

経

営

動

向 

自社業況（総合判断） ▲ 6.4 ▲ 5.5 8.6 ▲ 4.0 

 

１．生産・売上高、工

事施工高 
▲ 6.2 ▲ 4.8 10.2 ▲ 5.6 

２．製・商品・サービ

ス・請負価格 
▲ 0.6 ▲ 2.6 0.2 ▲ 2.7 

３．経常利益 ▲ 9.3 ▲ 8.1 6.8 ▲ 6.7 

４．所定外労働時間 ▲ 4.6 ▲ 1.7 7.8 ▲ 3.2 

５．製・商品在庫 6.6 7.3 5.2 3.9 

６．資金繰り ▲ 0.7 ▲ 2.7 2.1 ▲ 2.2 

 

国内景気 

規 模 別 

実績 予想 

2016 年 4～6 月期 2016 年 7～9 月期 2016 年 10～12 月期 2017 年 1～3 月期 

大企業 ▲ 5.8 ▲ 2.9 1.7  1.3 

中小企業 ▲ 11.1 ▲ 12.4 1.7 ▲ 5.6 

 

自社業況 

規 模 別 

実績 予想 

2016 年 4～6 月期 2016 年 7～9 月期 2016 年 10～12 月期 2017 年 1～3 月期 

大企業 ▲ 8.1 0 5.1  3.4 

中小企業 ▲ 5.7 ▲ 7.8 1.0 ▲ 7.1 
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［付帯調査］［付帯調査］［付帯調査］［付帯調査］    

ⅣⅣⅣⅣ    雇用人員と設備投資計画雇用人員と設備投資計画雇用人員と設備投資計画雇用人員と設備投資計画    

■雇用人員 

2016 年度の雇用人員は、「増加」１７．９％（前年同期１８．２％）、「減少」１

２．９％（前年同期１３．１％）、ＢＳＩ値２．５（前年同期２．６）と前年に

引き続き増加傾向で推移した。 

 

業種別 

機械金属卸売業（２０．６）、精密機械製造業（２０．０）、不動産業（１３．

３）などＢＳＩ値が増加した。一方、木材・木製品製造業（▲１１．１）、非鉄

製造業（▲８．３）などで減少傾向が見られた。 

 

規模別 

大企業は４．６（前回実績８．８）、中小企業は１．６（前回実績０．０）と増

加傾向が継続しているが、前年同期比では鈍化の兆しが伺える。 

 

増加の主な理由 

新卒採用を行ったため／積極的な採用活動を行ったため／新規出店・業容拡大

に伴う新規採用を行ったため／マンパワー不足を補うため／ギフト作業など季

節性の業務に対応するため／営業力の強化・確保のため／労働時間の削減と公

休増加への対応 

 

減少の主な理由 

依願退職・定年・死亡・病気退職などの自然減少／採用活動を行わなかったた

め／希望退職による人員削減／業務の外部委託に伴う人員削減のため／受注減

に伴うパート社員の削減 

 

◇労働力確保のための取り組みについて 

労働力確保のための取り組みを行っているという企業は４４．３％（前年同期

３５．１％）、実施を検討中という企業は２０．６％、取り組みたいが実施は困

難という企業は１１．３％、実施する必要がないという企業は２３．７％であ

った。 

取り組みを行っているという企業のうち、最も多く取り組まれているのは「賃

上げ」で４４．９％、次点に「正社員化」３５．４％が続いた。また、「その他」

の取り組みとしては、新卒採用の強化／再雇用制度の活用／中途採用者の賃金

上昇／従業員教育の実施／職人の養成／テレワーク・リフレッシュ休暇、労働



BSI 調査 第 177 回（2016 年 7～9 月） 

 

5 

 

時間短縮制度の導入などを通じた職場環境、作業環境の改善／新卒・中途採用

の実施・強化／派遣社員の積極的な採用／免許取得補助制度の新設／一時金制

度の導入／採用方法の変更・改善／有料人材紹介業の活用／休日の増加などが

挙げられている。 

 

■設備投資計画 

2016 年度の設備投資計画は、「増額」とする企業２０．１％、「減額」とする企

業１５．０％でＢＳＩ値２．５（前年度５．６）と、減少の兆しが見えながら

も４年連続で増額傾向にある。 

 

 

業種別  

その他サービス業（１６．７）、運輸・倉庫業（１３．０）、電気機械製造業（１

２．５）、機械金属卸売業（１２．５）、化学・ゴム製造業（１０．０）などで

増加し、繊維製造業（▲１４．３）、鉄鋼業（▲１２．５）、小売業（▲１０．

７）、繊維卸売業（▲１０．０）において減少し、業種間でのばらつきがみられ

た。 

 

規模別  

大企業は５．１、中小企業は１．４（前年同期４．６）となり、前年同期ほど

ではないが、ともに引き続き増額傾向で推移した。 

 

増額の主な理由 

効率化・生産性向上を狙った機械・管理ソフト・ＩＴ設備の導入／設備老朽化

に伴う更新のため／ビルの新設のため／関係会社の生産設備新設のため／製造

ライン増設のため／物流拠点の移転／将来の事業開発のため／研究開発用設

備・製品開発用設備の新設のため／外注試験研究を社内に取り込むため／販路

開拓に伴い必要な設備を導入するため／店舗改装のため／前年抑制の反動に伴

い増額 

 

減額の主な理由 

業況の見通しが不透明なため／前年度に大型設備投資を行ったため・来年度に

大型設備投資を予定しているため／設備投資用の余剰資金がないため／売上の

減少／投資一巡／経費削減のため／当初の設備投資計画が完了したため 
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Ⅴ特記事項（自由記述欄）Ⅴ特記事項（自由記述欄）Ⅴ特記事項（自由記述欄）Ⅴ特記事項（自由記述欄）    

＜製造業＞ 

・技術者不足よって受注に影響がでる。（電気機械） 

・若手技術者の採用が難しく、技術者の平均給が上昇しつつある。採用につい

ては年間を通して募集（中途採用者も含めて）しているが難しい（電気機械） 

・人材不足、特に販売員の不足、賃金上昇に伴い、労働力の確保が競争激化し

ている（繊維製品） 

・現在の原材料価格や人件費を鑑みて大胆な価格改訂をすべきであるが、同業

他社との間に大きな価格差が生じるため、大幅な値上げは困難。（繊維製品） 

・人手不足は弊社の場合、開発技術者に集中しており製品生産やライン操業の

効率を阻害してしまうこともある。（精密機械） 

・アルバイト、人材派遣からの労働力確保が難しくなっている。結果的に深残・

休日出勤が増加傾向。（出版・印刷） 

・機械系の技術者の不足が深刻。募集を行っても応募がない状態が続いている

（精密機械） 

・製造作業者の求人難が続いている。（化学・ゴム） 

・募集しても応募すらないという状況が続いている。（電気機械） 

・人手不足は機械化で対応可能だが、オペレータ・技能労働者などの高齢化は

深刻（非鉄） 

・円高に伴い原材料の輸入価格が低下すると言うが、原油価格の上昇やナフサ

価格の低下なども同時並行で起きるため、円高で原料価格が低下するとは一

概には言えない（化学・ゴム） 

・経済が外需依存なので長続きしない。内需喚起の政策がないので消費は手控

えが続く（その他製造業） 

・為替変動の動向を注視している（精密機械） 

・消費マインドは、民間設備投資によって増幅される傾向にある。少子高齢化

が進む中、量的緩和や公共投資に頼らない根本的な施策が必要な段階にきて

いる。（一般機械） 

・消費マインドの落ち込みが深刻。消費が拡大すれば、景気も少し上向きにな

るのではないか。（化学・ゴム） 

・国内のものづくりが不要になってきているように感じる。（染色） 

・繊維産業のデフレ化が更に進行している。モノの消費に力が無くなっている。

（化学・ゴム） 

・ものづくりに関心のある若者が増えており、できる限り若者を採用したいが、

材料高騰に伴う利益の減少や、標準的な賃金になるように賃上げも行わなけ

ればならないため、なかなか採用できない。商品コストを上げる必要がある。
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受注が増えているため、経費節約等と思うが、かなり節約しているので、マ

ーケティングから考える必要があると思う。（窯業・土石） 

・売上に関しては順調であるが、外注がやや多い、利益は昨年の現状よりは少

し良い（出版・印刷） 

・今期からの異業種進出を通じて売上は格段に上昇した。（繊維） 

 

＜商業＞ 

・採用難による店頭要員の確保に苦戦をしている。人事制度の見直しを含めて

対策を進めている。（小売業） 

・中途採用を募集しているが集まりが悪く、意外に長続きしない。（機械金属卸） 

・求人にも応募が無い時がある。（小売業） 

・人手不足の影響について、自動車整備士の不足が近年続いており、店舗にお

いて残業時間が増加傾向にある。（機械金属卸） 

・最低賃金の引上げは中小・零細企業にとっては大きな経営課題だと感じる。（小

売業） 

・牛豚産地価格が上昇しているが、売価に転嫁できず苦戦している（食料品卸） 

・リーマンショック以降、消費マインドの冷え込みと消費行動の多様化・細分

化がおきており、また消費者も新しい物への感心等へ移行している。大きな

実りを求めるビジネスチャンスが本当に少なくなってきていると感じる（食

料品卸） 

・若年層の和装需要（レンタル以外）の減少と需要喚起のための対策が行き詰

っている。（繊維卸） 

 

＜建設業＞ 

・人手不足、受注減が深刻。またベテラン技術者ばかりでは仕事が出来ない。

工業高校・専門学校・大学ともに技術系の卒業生が少ない。（建設業） 

・公共工事の小型化のため、人員不足になりがち。発注規模の適正化が望まれ

る。（建設業） 

・従業員の高齢化が進む中、それを補充できるだけの若年層が不足している。

その影響もあり熟練度が低下し、技術力、安全注意力の低下が起きている。（建

設業） 

・仕事量が例年より少ない為に過当競争の傾向にある（建設業） 

・建築コストが高くなっており、さらに官民共に新設工事の発注量が減少して

いる。厳しい経営環境である。（建設業） 

・現状は受注が伸びていないと感じていますが、秋口の大型補正次第で今後の

先行きは変化していくと感じる。テコ入れがなければ、あるいは充分でなけ

れば、やや下降が基本と考える。（建設業） 
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＜不動産業＞ 

・当社は不動産賃貸業で従業員も一人賃貸者（店子）も４社であり、一般世間

の状況に左右されない。（不動産業） 

・分譲マンションの建築コスト高が当分の間、続くと思われる。（不動産業） 

・物価上昇圧力よりも賃金上昇の弱さや消費手控え感があることからデフレ傾

向になる気がする（不動産業） 

 

＜運輸・倉庫業＞ 

・外部委託（業務委託）先の人員確保が不足気味。時間外労働時間増により総

人件費が増加傾向。（運輸・倉庫業） 

・ドライバー職の不足の為、３Ｋ環境の改善と賃金アップが今後の課題。運賃

是正も止まり、賃金アップの動きが止まる可能性が大きい。（運輸・倉庫業） 

・最低賃金の上昇がコスト増となる（運輸・倉庫業） 

 

＜サービス業＞ 

・人手不足を補う為、厨房のレイアウトを変更し生産性の改善を実施した。（料

理・飲食） 

・人手不足のため、高賃金の派遣や助仲居等に依存せざるを得ない。（旅館・ホ

テル） 

・人手不足対策として賃上げ・休日対応を検討している（旅館・ホテル） 

・最低賃金が増加しているが、取引額は変動していないため、賃金の上昇が利

益を圧迫する恐れがある（その他サービス業） 

・コスト高だが、修学旅行客に対しては価格転嫁できないことが課題。（旅館・

ホテル） 

・通訳案内士法を守らない外国人顧客対象のツアー組織が増加、資格所有ガイ

ドのコスト高も生じ、他社との商品価格競争が激化し、苦戦している（その

他サービス業） 






